
○ 不動産IDについては、様々な不動産に関する情報が、IDと紐づけられた形で蓄積され、連携していくことで、その利活用が進んでいく
と考えられるが、当面の段階から将来的な段階に至るまでの時間軸の中で、IDを活用した情報の紐づけやユースケース・メリットとし
て、以下のようなことが考えられるのではないか。

①自社データベース内や、自社データベースと外部から取得したデータ
の連携の際の、物件情報の名寄せ・紐づけの容易化

②不動産情報サイトにおける、同一物件であることが分かりにくい形の
重複掲載、おとり物件の排除

③過去の取引時データの再利用による各種入力負担軽減
④成約価格の推移の把握による価格査定の精度向上
⑤住宅履歴情報との連携によるリフォーム履歴等の把握
⑥電気・ガス・水道等の生活インフラ情報に関する、事業者間や自治
体等との情報提供・交換の効率化および各種情報の統合管理

⑦（行政の保有するデータへの紐付けが行われた場合）行政保有
情報の照会の容易化・効率化

⑧（最新の都市計画・ハザードマップ情報等がオープンデータ化され、
公的図面として扱われるような環境が整備された場合） 都市計
画情報・ハザードマップ等との連携による、調査負担の軽減や重要
事項説明書の作成負担等の軽減

⑨高精度のAI査定など、多様なエリア情報等のビッグデータの活用に
よる新たな不動産関連サービスの創出

ユースケース・メリット

〇主に売買・賃貸の仲介時に収集・登録等を行う物件情報
（例）所在地、間取り、設備、取引価格情報等

〇主に当該不動産の性能・管理情報、インフラ関連情報
（例）施工者、設計図、リフォーム履歴、インフラID情報等

〇都市計画情報・ハザードマップ等のエリア情報
（例）地図情報、都市計画情報、ハザードマップ等

段階②：不動産関連情報等の蓄積・連携・活用

段階③：官民の多様なエリア情報等の
蓄積・連携・活用

段階①：不動産取引情報の蓄積・連携・活用

（令和４年）

不動産IDを活用した情報の段階的紐づけと
ユースケース・メリット（イメージ） （当面の段階）

（将来的な段階）

我が国の不動産には、幅広い主体で共通で用いられている番号(ID)が存在せず、住所・地番の表記ゆれにより、同一物件か否かが直ちには
分からず、宅建業者・デベロッパー等においては、仲介・開発等の際に、情報の収集・名寄せに手間・時間がかかっている。

現
状

ルール整備

将来的な段階も
念頭に置いて、
ルール整備や

足下の活用方策を検討
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不動産IDの中長期も含めた活用方法及びメリット
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不動産IDの中長期も含めた活用方法及びメリット＜段階①（社内での情報管理）＞

＜事例１＞社内データベースにおける物件情報の管理を不動産IDにより行うことで、データベース内の情報検索の精
度向上や外部から新たに入手した物件情報の名寄せにかかる手間・時間を軽減・短縮できる。

＜不動産IDが無い場合＞

住所・地番
・物件名・面積
・外観・間取り･･･

● 社内の物件を、住所・地番な
どで管理。
② 部署間や関連会社間で異
なるキーを用いて情報管理がさ
れていると、情報交換に手間・
時間がかかる。

①物件情報の検索の際に、住所の表記ゆれや
同一地番上に 複数の物件があるなどの要因
により、検索の精度やスピードが低い。

東京都世田谷区●-▲-■
の建物で検索！

・該当する情報はありません。
（東京都世田谷区●丁目▲の■の情報はある・・）
・同じ住所に複数の建物が存在し、特定できません。 ③ 外部から物件情報を入手し、名寄せを行う

際に、住所・地番・建物名・外観等複数の情
報を手がかりに既存の情報との突合を行わな
ければならず手間・時間がかかる。

住所・地番
・物件名・面積
・外観・間取り･･･

新規に取引に出されました！

この住所、この外観は同じ物
件？？建物名は同じかな？

＜不動産IDを導入すると＞

ID・住所・地番
・物件名・面積
・外観・間取り･･･

● 社内の物件を、不動産IDにより
統一的に管理。

② 部署間や関連会社間での情報
交換が効率的に行われる。

不動産ID「12345678901230000」で検索！

「○○ハイツ」ですね。物件情報を表示します。

ID・住所・地番
・物件名・面積
・外観・間取り･･･

IDが同じなので、同一物件ですね！
このデータとリンクさせます！

①物件を一意に特定することができるため、情報
検索の精度やスピードが向上。

③ IDを突合するだけで、同一物件かど
うかを判断でき、名寄せにかかる手間・
時間を軽減・短縮できる。



ID・住所・地番
・物件名・面積
・外観・間取り･
提示価格･･
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不動産IDの中長期も含めた活用方法及びメリット＜段階①（ポータルサイトでの活用）＞

＜事例２＞各ポータルサイト（※）における物件管理をIDを活用して行うことで、不動産事業者や消費者の利便に
資する機能の提供が可能になるとともに、ポータルサイト側もサイト管理等で活用できる。
※システム改修により、レインズ、団体ポータル、民間ポータルいずれもメリットを享受できる。

ID・住所・地番
・物件名・面積
・外観・間取り･
成約価格･･

取引情報成約情報

●ポータルサイトにおける物件管理
を不動産IDで行う

顧客から持ち込まれたID
「1234567901230000」の物件
は過去どういう取引があったかな？

３年前に取引されており、成約価格は○万
円でした。
８年前の取引の成約価格は、●万円でした。

顧客から持ち込まれたID
「1234567901230000」の物件登
録のため情報の入力を行いたい。

①物件を一意に特定することができるため、
過去の取引情報の検索などにおいて、
同一物件にかかる情報をまとめて引き出す
ことができるようになり、情報収集・名寄せに
かかる手間・時間が軽減・短縮。

② IDをキーとして過去の登録情報を呼び出し
て入力を補助する機能を実装すれば、過去
に自社で取り扱ったことのない物件であっても、
過去の入力情報を参照できるようになり、
入力にかかる手間・時間が軽減・短縮。
また、同様に過去に作成した重要事項説
明書等の書面を呼び出す機能なども実現
可能となる。

過去の入力情報を提供するので、参照
して入力してください！

・複数の登録があるが同一案件な
らまとめて見やすく掲載しよう。
・既に成約した案件の掲載が残って
いるので削除しよう。

③同一案件の名寄せが容易になることで、重複案件の一括表示や、
成約した案件等を随時に掲載から外すことが可能となるなど、
事業者・消費者等の利用者の利便性が向上。

④運営者は、上記のようなサービスの提供が容易になり、
正確な取引件数の把握などデータ管理面でもメリットがある。

ポータル運営者

ポータル会員

ポータル会員



不動産IDの中長期も含めた活用方法及びメリット＜段階②～③（行政情報等とIDが紐付いた場合）＞

＜事例３＞官民が保有する多様な情報にIDが紐付けられることで、不動産事業者が業務を実施する際の情報照会、
情報収集にかかる手間・時間が大幅に軽減することができる。

現在、重要説明事項に係る物件調査では、自治体都市計画部局・防災部局・水道部局や電力会社等にそれぞれ出向くな
どして、必要な情報を取得しなければならないが、これらの情報が、データベース化された上で、不動産IDと紐付くかたちでオープ
ンデータ化されれば、当該情報をオンラインで容易に検索することができるようになり、負担軽減に資する。

③ 飲用水・電気・ガスの供給設備
及び排水施設の整備状況等

① 都市計画関係法令に基づく制限について ② 水害・土砂災害リスクについて

都市計画図面と不動
産IDを重ねあわせるこ
とができれば、当該不
動産にかかる都市計画
上の規制をweb上等
で検索することも可能と
なる。

都市計画図面
＋地図データ
不動産ID＋
地図データ

ハザードマップと不動産
IDを重ねあわせることが
できれば、当該不動産
にかかる災害リスクを
web上等で検索するこ
とも可能となる。

ハザードマップ
＋地図データ
不動産ID＋
地図データ

水道管管理図
面＋口径・材
質等の情報＋
不動産ID

水道管管理図面や口
径・材質等の情報に不
動産IDを紐付ければ
web上等で検索するこ
とも可能となる。
（現在は地番等で管
理されている。）

（１） 修繕履歴情報などの調査の負担軽減 価格査定のため、持ち込まれた
物件の修繕履歴をすぐ調べたい。

重要事項説明のため、維持修繕
の実施状況に関する記録の有無
を調べたい。

（２） 重要事項説明に関する調査の負担軽減

現在、住宅の設計や修繕履歴等を蓄積するサー
ビスがあるが、例えばこうした履歴と不動産IDを連
携させることができれば、不動産IDのみで履歴情
報を検索することが可能となる。 不動産ID

＋修繕履歴
等
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不動産IDの中長期も含めた活用方法及びメリットの全体像
※現時点の想定であり、下記に縛られたり、限られたりするものでない

＜不動産所有者（売主・売主候補）＞
・IDをキーとして所有不動産に関連する情報管理が可能に
・情報環境が整った中で不動産取引・管理が可能に

＜不動産流通事業者（元付・客付）
・社内データ管理の共通IDとして利用。名寄
せが容易になり、過去情報の利用も簡単に
・事業者間の情報のやりとり・紐づけも容易に
・過去データの再利用による入力負担軽減
・重要事項説明書の作成負担等の軽減

＜不動産の取得・賃借希望者＞
・購入、賃借検討時の不動産情報の把握の
容易化＜ポータルサイト＞

・サイト管理の容易化
（同一物件情報をまとめて掲載、成約物件の
適時の掲載終了、おとり広告排除など）
・過去情報の検索性向上
・正確な取引件数などのデータ把握の容易化

＜生活インフラ事業者＞
・インフラ事業者間の情報共有が
容易になり、障害への早期対応
・インフラ施設の新設・利用・撤去
状況をビックデータとして活用

＜国・自治体＞
・不動産関係の補助金の申
請・交付事務が簡便に
・各種台帳間連携やインフラ情
報の活用による業務効率化
（ex：土地等の現況把握が

正確、簡単になる）

＜建物履歴情報サイト＞
・IDをキーとして履歴情報管理が容易に

ID入力ID入力 インフラサービスの
提供範囲の確認

修繕履歴等の提供

公共事業時、災害時の
情報共有が容易化

IDで検索IDで検索
都市計画情報、ハザードマップ等の検索容易化

成約情報提供
過去入力情報提供物件情報入力

広告出稿

精度の高い価格査定

ID

IDID

ID 不動産不動産
番号

IDID
IDID

都市計画情報、
ハザードマップ
情報等

登記簿、固定
資産課税台帳
農地台帳等

IDID 【不動産情報保有主体】
・IDをキーとした情報管理、名寄せ
が容易となり市場分析等が容易に

ハザードマップ等
の周辺情報の
検索容易化

【不動産分野に限らない事業者、一般消費者】
多様なエリア情報等のビックデータを活用した不動産関連サービスの
創出、物流・保険等の幅広い分野での活用による利便性向上

適時の分かりや
すい広告表示

ID番号の統一
によるアクセス向上ID入力ID入力

ID入力ID入力
IDで検索IDで検索幅広な

物件情報の提供

＜マンション管理組合＞

＜マンション管理会社＞
・IDをキーとして物件情報管理が容易に

＜情報基盤提供事業者＞
・不動産IDと地図等の空間情報を
紐付けたデータを国・自治体・事
業者に提供し、各種取組に活用

停電状況など障害情報の迅速な共有
IDで連携IDで連携

修繕・管理履歴の提供

基盤情報
の提供

基盤情報
の提供

ID

修繕・管理履歴の提供

＜IDの第一義的効果＞
住所の表記揺れや同一住所、地番に複数の建物がある場合も含め、一義的に不動産の特定が可能

ID

各種情報がデジタル化され、
空間情報及びIDと紐付くこと
で、利用者の利便が促進す
るのではないか。

地番・不動産番号等のベースレジストリ整備が進み、
行政・民間双方で活用しやすくなれば、不動産IDと
不動産関連情報や空間情報等との紐付けが効率化し、
更なる利活用が可能となるのではないか。

IDで
連携
IDで
連携

IDID
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